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いて，直接影響を受けるすべての者をいうとされている。See In re 























　 （ 3）　R.第4001条（d）（7） の規定による合意の承認以外の，紛争の示談又は和
解の承認に関する審問。ただし，裁判所が，正当な理由があるとして，その
通知を送付しない旨命じた場合は，この限りでない。







































































































　 （ 3）　R.第3002条（16） の規定により請求権の届出が許される期間；
　 （ 4）　R.第4004条の規定により（17），本法第727条（18） の規定による債務者の
免責に対する異議申立てのために定められる期間；


















　 （ 8）　配当財団が1,500ドルを超える場合の第 7章事件における，管財人に
よる最終報告書の概要書；




























































































































































































































































































































































































































































































　 （ 4）　 委任状を保有する者とその他の者との間における委任状に基づく議
決権行使に関しての対価の支払いについて，又は，その事件において提供さ
れた役務の対価として管財人又はその他の者に認容されうる委任状を保有す
る者の属する法律事務所の所員でない者又は所属弁護士でない者との間にお
ける報酬の分配について，若しくは倒産財団のために弁護士，会計士，評価
人，競売人又はその他の使用者を雇用することについての合意の有無に関す
る陳述書，及び，その合意があるときは，その具体的内容に関する陳述書；
　 （ 5）　委任状が，委任状を保有する者ではない者によって勧誘されたとき，
又は，委任状勧誘者でも請求権を有する者でもない者によって委任状を保有
する者へ転送されていたときは，その委任状と引換にいかなる対価も支払わ
れていないこと又は対価支払いの約束がないこと，及び，委任状を保有する
者とその他の者との間における委任状に基づく議決権行使に関しての対価の
支払いについて，又は，その事件において提供された役務の対価として管財
人又はその他の者に認容されうる委任状を保有する者の属する法律事務所の
所員でない者又は所属弁護士でない者との間における報酬の分配について，
又は，倒産財団のために弁護士，会計士，評価人，競売人若しくはその他の
使用者を雇用することについての合意の有無に関する陳述書，及び，その合
意があるときは，その具体的内容に関し，委任状勧誘者又は委任状を転送し
た者によって署名及び誓言がされた陳述書；
　 （ 6）　委任状勧誘者，委任状を転送した者又は委任状保有者が委員会である
ときは，その事件に関連して委員会委員が有する請求権に対する配当の方法
以外の方法で，その委員会委員に支払われた又は支払われることになってい
る対価の額及びその源泉に関し，その委員会委員によって署名及び誓言がさ
れた陳述書。
（f）　委任状勧誘に対する制限の執行　　裁判所は，利害関係人の申立てによ
り又は職権で，本条の諸規定を遵守していないことの有無，又は，委任状の勧
誘又は委任状に基づく議決権の行使に関連してその他不当な行為があったこと
の有無の決定をすることができる。通知をなし審問を経た上で，裁判所は，理
由があると認めるときは，いかなる委任状をも拒否することができ，拒否され
るべきであった委任状に基づき議決権が行使された結果とし て発せられた命令
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を取り消すことができ，又は，その他の適切な処分をすることができる。
 〔以下・次号〕
